
１．総　括
歳　　入

款 本年度予算額

 1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,130,504

 2. 使 用 料 及 び 手 数 料 1

 5. 繰 入 金 336,645

 6. 繰 越 金 1,000

 7. 諸 収 入 3,375

歳 入 合 計 1,471,525

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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（単位：千円）

前年度予算額 比　　較

923,722 206,782

1 0

300,032 36,613

1,000 0

6,739 △3,364

1,248,607 222,918
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歳　　出

 1. 総 務 費 91,848 107,152 △15,304

 2. 後期高齢者医療広域連合納付金 1,375,627 1,137,405 238,222

 3. 諸 支 出 金 3,050 3,050 0

 4. 予 備 費 1,000 1,000 0

歳 出 合 計 1,471,525 1,248,607 222,918

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
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（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

91,848

1,375,627

3,050

1,000

1,470,525 1,000

一 般 財 源
特　　定　　財　　源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳
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２．歳　入

(款)  1.後期高齢者医療保険料 (項)  1.後期高齢者医療保険料

1. 特別徴収保険料 646,494 545,455 101,039

2. 普通徴収保険料 484,010 378,267 105,743

　　　　　 計 1,130,504 923,722 206,782

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

1. 証明手数料 1 1 0

　　　　　 計 1 1 0

(款)  5.繰入金 (項)  1.一般会計繰入金

3. 一般会計繰入金 336,645 300,032 36,613

　　　　　 計 336,645 300,032 36,613

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

1. 繰越金 1,000 1,000 0

　　　　　 計 1,000 1,000 0

(款)  7.諸収入 (項)  1.延滞金、加算金及び過料

1. 延滞金 122 133 △11

2. 過料 1 1 0

　　　　　 計 123 134 △11

(款)  7.諸収入 (項)  2.償還金及び還付加算金

1. 保険料還付金 3,000 3,000 0

2. 還付加算金 50 50 0

　　　　　 計 3,050 3,050 0

(款)  7.諸収入 (項)  3.預金利子

1. 預金利子 183 94 89

　　　　　 計 183 94 89

目 比 較本 年 度 前 年 度
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（単位：千円）

金 額

 1. 現年度分 646,494  1 現年度分

 1. 現年度分 477,341  1 現年度分

 2. 滞納繰越分 6,669  1 滞納繰越分

 1. 納付証明手数料 1  1 納付証明手数料

 1. 一般会計繰入金 336,645  1 後期高齢者医療保険基盤安定費（負担金） 245,001

 2 広域連合共通経費（負担金） 39,871

 3 事務費（職員手当等） 35,241

 4 事務費（一般事務費） 16,532

 1. 繰越金 1,000  1 前年度繰越金

 1. 延滞金 122  1 延滞金

 1. 過料 1  1 過料

 1. 保険料還付金 3,000  1 保険料還付金

 1. 還付加算金 50  1 還付加算金

 1. 預金利子 183  1 預金利子

節

区　　　分
説　　　　　明
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(款)  7.諸収入 (項)  4.雑入

1. 雑入 19 3,461 △3,442

　　　　　 計 19 3,461 △3,442

目 本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

金 額

 1. 雑入 19  3 雇用保険料個人負担金

節
説　　　　　明

区　　　分
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３．歳　出

(款)  1.総務費 (項)  1.総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1. 一般管理費 85,426 101,383 △15,957 85,426

　　　計 85,426 101,383 △15,957 85,426

(款)  1.総務費 (項)  2.徴収費

 1. 徴収費 6,422 5,769 653 6,422

一 般 財 源
前 年 度 比 較本 年 度目

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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（単位：千円）

 1 管理運営事業       85,426

 1. 報酬 2,229  1 報酬 2,229

   1 後期高齢者医療事務補助員（１名） 2,229

 2 給料 14,534

 2. 給料 14,534    1 一般職給（４名） 14,534

 3 職員手当等 12,783

   1 扶養手当 900

 3. 職員手当等 12,783    2 住居手当 336

   3 通勤手当 295

   4 特殊勤務手当 29

 4. 共済費 5,542    5 時間外勤務手当 950

   7 児童手当 480

   8 期末手当 3,501

 8. 旅費 172    9 勤勉手当 2,852

  20 退職手当負担金 1,962

  35 地域手当 618

10. 需用費 152   41 会計年度任用職員期末手当 467

  50 会計年度任用職員勤勉手当 393

 4 共済費 5,542

11. 役務費 6,359    2 一般職 4,957

   3 会計年度任用職員 531

  12 雇用保険料 54

13. 使用料及び賃借料 3,484  8 旅費 172

   1 費用弁償 172

10 需用費 152

18. 負担金補助及び交 39,871    1 消耗品費 84

付金    4 印刷製本費 68

11 役務費 6,359

   1 通信運搬費 6,358

26. 公課費 300    3 手数料 1

13 使用料及び賃借料 3,484

  30 窓口即時処理システム使用料 2,843

  AO システム使用料 641

18 負担金補助及び交付金 39,871

   1 広域連合共通経費負担金 39,871

26 公課費 300

   1 消費税及び地方消費税 300

 1 保険料徴収事業        6,422

10. 需用費 497 10 需用費 497

   1 消耗品費 2

   4 印刷製本費 495

11. 役務費 3,508 11 役務費 3,508

   1 通信運搬費 2,622

節

説　　　　明
区 分 金 額
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(款)  1.総務費 (項)  2.徴収費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

( 1 徴収費)

　　　計 6,422 5,769 653 6,422

(款)  2.後期高齢者医療広域連合納付金 (項)  1.後期高齢者医療広域連合納付金

 1. 後期高齢者医療広域 1,375,627 1,137,405 238,222 1,375,627

連合納付金

　　　計 1,375,627 1,137,405 238,222 1,375,627

(款)  3.諸支出金 (項)  1.償還金及び還付加算金

 1. 保険料還付金 3,000 3,000 0 3,000

 2. 還付加算金 50 50 0 50

　　　計 3,050 3,050 0 3,050

(款)  4.予備費 (項)  1.予備費

 1. 予備費 1,000 1,000 0 1,000

　　　計 1,000 1,000 0 1,000

本 年 度 の 財 源 内 訳

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源
一 般 財 源
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（単位：千円）

   3 手数料 886

12. 委託料 2,417 12 委託料 2,417

   1 電算処理委託料 2,417

 1 後期高齢者医療広域連合納付金    1,375,627

18. 負担金補助及び交 1,375,627 18 負担金補助及び交付金 1,375,627

付金    1 被保険者保険料納付金 1,119,835

   2 保険料軽減分納付金 245,001

   3 被保険者保険料過年度滞納繰越分納付金 10,669

   4 延滞金納付金 122

 1 保険料還付金        3,000

22. 償還金利子及び割 3,000 22 償還金利子及び割引料 3,000

引料    1 保険料還付金 3,000

 1 還付加算金           50

22. 償還金利子及び割 50 22 償還金利子及び割引料 50

引料    1 還付加算金 50

節

説　　　　明
区 分 金 額
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１　一般職
 （１）　総　　括

　　ア　会計年度任用職員以外

報酬 給料 職員手当

14,534 11,923

10,187 8,957

4,347 2,966

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当

900 618 336 295 29

396 530 336 384 29

504 88 0 △ 89 0

　　イ　会計年度任用職員

報酬 給料 職員手当

(　　)内は短時間勤務職員の人数であり、外数である

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当

前年度 2,128 813 2,941

比　 較

区　分 職員数

本年度

前年度

比　 較

職 員 手 当
の 内 訳

区　分 職員数

本年度 2,229

区　分

本年度

前年度

比　 較 101 47 148

職 員 手 当
の 内 訳

(1)

(0)

計

(1)
860 3,089

区　分

本年度

前年度

比　 較

給　　　　　与　　　　　費

1 7,313

3 19,144

4 26,457

給　　　与　　　費　　

給　　　　　与　　　　　費

計
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（単位：千円、人）

（単位：千円）

時間外
勤務手当

児童手当
管理職員
特別手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特
別負担金

950 480 3,501 2,852 1,962

1,000 480 2,412 2,014 1,376

△ 50 0 1,089 838 586

（単位：千円、人）

（単位：千円）

時間外
勤務手当

児童手当
管理職員
特別手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特
別負担金

467 393

442 371

25 22

共済費 合　　計

共済費 合　　計

33 181

552 3,493

備　　　考

585 3,674

1,343 8,656

3,614 22,758

4,957 31,414

　明　　　細　　　書

備　　　考
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 （２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外

区　　　分

375

154

3,818

2,966

　　イ　会計年度任用職員

区　　　分

101

47

 （３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

　　イ　初任給

大　　学　　卒 237,600 232,000

給　　　料

職員手当 2,966

報　　　酬

職員手当 47

令和8年1月1日現在

区　　　　分 一般行政職(円）
国　　の　　制　　度

一般行政職(円）

高　　校　　卒 206,700 200,300

平均給与月額（円） 357,802

平　均　年　齢（歳） 40歳9月

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 295,667

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

101 昇給に伴う増加分

その他の増減分

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

4,347 昇給に伴う増加分

その他の増減分

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増減分
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平均給与月額（円） 326,771

平　均　年　齢（歳） 37歳4月

令和7年1月1日現在

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 274,767

給与改定に伴う期末勤勉手当の支給額増

説　　　明 備　　　考

職員の異動に伴う増減分等

職員の異動に伴う増減分等

説　　　明 備　　　考
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　　ウ　級別職員数

　（級別の標準的な職務内容）

３　級

係　長

主　幹

　エ　昇給

一般行政職

4

4

100.0

本年度

６　級

７　級

合　計 3 100.0

　　　号　給　 （人）

　比　　　　率　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 100.0

区　分

１　級

２　級 1 33.3

３　級 2

　４　号　給　 （人）

　６　号　給　 （人）

　８　号　給　 （人）

　職　　　 員　　　 数　（Ａ）　 （人） 4

　昇給に係る職員数　（Ｂ）　 （人） 4

　２　号　給　 （人）

号給数別
内　　  訳

一般行政職
主　事

主事補
主　事

区　　　　　　　　　　分 合    計

区　分 １　級 ２　級

令和8年1月1日現在

一　般　行　政　職

級 職員数 (人) 構成比 (％)

66.7

４　級

５　級
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７　級

部　長

上席参事

一般行政職

3

3

100.0

前年度

６　級

７　級

合　計 3

令和7年1月1日現在

　　　号　給　 （人）

　比　　　　率　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 100.0

区　分

１　級 2 66.7

２　級

　４　号　給　 （人）

　６　号　給　 （人）

　８　号　給　 （人）

号給数別
内　　  訳

　職　　　 員　　　 数　（Ａ）　 （人） 3

　昇給に係る職員数　（Ｂ）　 （人） 3

　２　号　給　 （人）

課長補佐
主　査

係長（困）

課　長

副参事

次　長

参　事

区　　　　　　　　　　分 合    計

４　級 ５　級 ６　級

100.0

５　級

一　般　行　政　職

級 職員数 (人) 構成比 (％)

３　級

４　級 1 33.3
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　オ　期末手当・勤勉手当

(　　)は再任用職員の支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

３５年勤続の者
（月分）

47.709

47.709

　キ　地域手当

前年度

国　の　制　度

区　分

区　　　分

本年度

代表的な特殊勤務手当の名称 市税等徴収業務手当

支給対象職員の比率　  （％）
（令和8年1月1日現在）

100.0 100.0

給料総額に対する比率  （％） 0.2 0.2

国の指定基準に基づく支給率  （％） 4.0

　ク　特殊勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種  一　般　行　政　職

支給対象地域 市内全域

支給率 4.0

支給対象職員数　　　　　　　　  （人) 4

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

（月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075

2.325 2.325

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

2.300 2.300

(1.225) (1.225)

2.325 2.325

(1.200) (1.200)

支　給　期　別　支　給　率

６月（月分） １２月（月分）

(1.225) (1.225)
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役職別加算　　　有

役職別加算　　　有

その他の加算措置等

支給率計(月計) 備　　　　　　　考

役職別加算　　　有

通　　勤　　手　　当 異
自動車等使用者に対して、1～5キロメートルごとの距離区分に
応じ支給　（上限60キロメートル、支給限度額45,000円）

住　　居　　手　　当 同

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同

　ケ　その他の手当

区　　　　　分

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

47.709
定年前早期退職特例措置
（３％～４５％加算）

（月分）

47.709

4.65

最高限度

4.60

(2.45)

(2.45)

4.65

(2.40)
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